
議案第３８号

令　和　７　年　度

阪南市一般会計補正予算書（第３号）
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令和７年度 阪南市一般会計補正予算（第３号） 

 

 令和７年度阪南市の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５２３，１２３千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２１，８２４，７２４千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

  令和７年６月１０日提出 

 

              阪 南 市 長   上  甲  誠 
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10 30,700 1,188 31,888

1 地方特例交付金 30,700 1,188 31,888

15 3,602,670 434,603 4,037,273

2 国庫補助金 375,942 434,603 810,545

16 2,038,607 76 2,038,683

2 府補助金 557,131 76 557,207

19 1,385,964 69,896 1,455,860

2 基金繰入金 1,350,539 69,896 1,420,435

21 322,603 11,660 334,263

2 雑入 319,053 11,660 330,713

22 874,700 5,700 880,400

1 市債 874,700 5,700 880,400

21,301,601 523,123 21,824,724歳　　入　　合　　計

地方特例交付金

国庫支出金

府支出金

繰入金

諸収入

市債

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円
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2 3,043,141 424,741 3,467,882

1 総務管理費 2,219,170 12,855 2,232,025

2 徴税費 309,399 411,886 721,285

3 9,556,530 5,286 9,561,816

1 社会福祉費 4,522,146 2,487 4,524,633

4 生活保護費 1,190,948 2,799 1,193,747

4 2,203,754 48,784 2,252,538

1 保健衛生費 846,718 47,293 894,011

2 清掃費 1,357,036 1,491 1,358,527

5 126,437 1,500 127,937

3 水産業費 32 1,500 1,532

6 104,206 19,246 123,452

1 商工観光費 104,206 19,246 123,452

8 828,810 20,918 849,728

1 消防費 828,810 20,918 849,728

9 2,596,406 2,648 2,599,054

4 幼稚園費 537,147 1,298 538,445

5 社会教育費 554,868 700 555,568

6 保健体育費 319,843 650 320,493

21,301,601 523,123 21,824,724

教育費

歳　　出　　合　　計

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

消防費

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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左 の う ち
据置期間

千円

保 健 セ ン タ ー 普通貸借（証 年7％以内 政府 30 年 9 年 年 賦 又 は 左記の条件の範
改 修 事 業 費 書借入）又は （ただし、 地方公共団体金融機構 以 内 以 内 半 年 賦 元 囲内において借

し 尿 処 理 施 設  証券発行 利率見直し 大阪府 利 均 等 又 入先に融通条件

改 修 事 業 費 方式で借り 銀行 は 元 金 均 が あ る 場 合 、 そ

入れる政府 その他 等 償 還 、 の 条 件 に 従 う こ

資金及び地 若 し く は と が で き る 。 た

方公共団体 一 括 償 還 だ し 、 財 政 の 都

金融機構に する。　 合 に よ り 償 還期

道 路 （ 箱 の 浦 線 ） ついて、利 限及び据置期間
改 修 事 業 費 率の見直し を 短 縮 し 、 若 し

水 路 （ 箱 の 浦 地 区 ） を行った後 くは繰上償還又
改 修 事 業 費 においては は低利に借り換

当該見直し え る こ と が で き

後の利率） る。

緊 急 自 動 車 等
購 入 事 業 費

教 育 支 援 セ ン タ ー
改 修 事 業 費

公 立 小 学 校
改 修 事 業 費

公 立 中 学 校
改 修 事 業 費

桑 畑 総 合 グ ラ ウ ン ド
改 修 事 業 費

第２表　地方債補正

起債の目的 限  度  額 起債の方法 利　　率
償　　　　　還　　　　　の　　　　　方　　　　　法

補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　前

備　　考
資金区分 償還期限 償還方法 そ  の  他

111,900

230,100

橋 梁 改 修 事 業 費 49,900

道 路 改 修 事 業 費 136,800

サラダホール改修事業費 68,600

30,700

70,900

河 川 改 修 事 業 費 15,400

43,700

衛 星 無 線 整 備 事 業 費 4,500

総合体育館改修事業費 13,600

22,500

計 874,700

12,000

24,500

26,500

公 民 館 改 修 事 業 費 13,100
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左 の う ち
据置期間

千円

保 健 セ ン タ ー 普通貸借（証 年7％以内 政府 30 年 9 年 年 賦 又 は 左記の条件の範
改 修 事 業 費 書借入）又は （ただし、 地方公共団体金融機構 以 内 以 内 半 年 賦 元 囲内において借

し 尿 処 理 施 設  証券発行 利率見直し 大阪府 利 均 等 又 入先に融通条件

改 修 事 業 費 方式で借り 銀行 は 元 金 均 が あ る 場 合 、 そ

入れる政府 その他 等 償 還 、 の 条 件 に 従 う こ

資金及び地 若 し く は と が で き る 。 た

方公共団体 一 括 償 還 だ し 、 財 政 の 都

金融機構に する。　 合 に よ り 償 還期

道 路 （ 箱 の 浦 線 ） ついて、利 限及び据置期間
改 修 事 業 費 率の見直し を 短 縮 し 、 若 し

水 路 （ 箱 の 浦 地 区 ） を行った後 くは繰上償還又
改 修 事 業 費 においては は低利に借り換

当該見直し え る こ と が で き

後の利率） る。

緊 急 自 動 車 等
購 入 事 業 費

Ｊ ‐ Ａ Ｌ Ｅ Ｒ Ｔ 受 信 機

更 新 事 業 費

教 育 支 援 セ ン タ ー
改 修 事 業 費

公 立 小 学 校
改 修 事 業 費

公 立 中 学 校
改 修 事 業 費

桑 畑 総 合 グ ラ ウ ン ド
改 修 事 業 費

第２表　地方債補正

起債の目的 限  度  額 起債の方法 利　　率
償　　　　　還　　　　　の　　　　　方　　　　　法

補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　後

備　　考
資金区分 償還期限 償還方法 そ  の  他

111,900

230,100

橋 梁 改 修 事 業 費 49,900

道 路 改 修 事 業 費 136,800

サラダホール改修事業費 68,600

30,700

70,900

河 川 改 修 事 業 費 15,400

43,700

衛 星 無 線 整 備 事 業 費 4,500

5,700

総合体育館改修事業費 13,600

22,500

計 880,400

12,000

24,500

26,500

公 民 館 改 修 事 業 費 13,100
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一　般　会　計

補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　総　　括

（歳　　入）

10 地方特例交付金 30,700 1,188 31,888

15 国庫支出金 3,602,670 434,603 4,037,273

16 府支出金 2,038,607 76 2,038,683

19 繰入金 1,385,964 69,896 1,455,860

21 諸収入 322,603 11,660 334,263

22 市債 874,700 5,700 880,400

21,301,601 523,123 21,824,724歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

2 総務費 3,043,141 424,741 3,467,882

3 民生費 9,556,530 5,286 9,561,816

4 衛生費 2,203,754 48,784 2,252,538

5 農林水産業費 126,437 1,500 127,937

6 商工費 104,206 19,246 123,452

8 消防費 828,810 20,918 849,728

9 教育費 2,596,406 2,648 2,599,054

21,301,601 523,123 21,824,724歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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国府支出金 地　方　債 そ　の　他

411,886 100 9,960 2,795

1,831 3,455

216 48,568

1,500 0

19,246 0

5,600 15,318

2,350 298

434,679 5,700 12,310 70,434

 千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円
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557,131 76 557,207計

3 12,510 76 12,586衛生費府補助金

　２項　府補助金 76千円

１６款　府支出金 76千円

375,942 434,603 810,545計

3 28,545 140 28,685衛生費国庫補助金

2 140,122 1,831 141,953民生費国庫補助金

1 160,406 432,632 593,038総務費国庫補助金

　２項　国庫補助金 434,603千円

１５款　国庫支出金 434,603千円

30,700 1,188 31,888計

1 30,700 1,188 31,888地方特例交付金

補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円

1,188千円

1,188千円

 千円

１０款　地方特例交付金

　１項　地方特例交付金

２　　歳    入

目
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補助金
　予防接種事故対策費補助金 76

保健衛生費府 761 健康増進課

庫補助金
　感染症予防事業費国庫補助金 140

保健衛生費国 1403 健康増進課

業等補助金

労準備支援事 　支援給付事務処理システム改修事業国庫補助金 863
　業務効率化事業国庫補助金 968

生活困窮者就 1,8313 生活支援課

金

創生臨時交付

重点支援地方 　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（不足額給付分） 411,886
　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（推奨事業分） 20,746

物価高騰対応 432,6323 企画課

金
　定額減税減収補填特例交付金 1,188

地方特例交付 1,1881 行財政構造改革推進室

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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874,700 5,700 880,400計

5 48,200 5,700 53,900消防債

　１項　市債 5,700千円

２２款　市債 5,700千円

319,053 11,660 330,713計

1 319,053 11,660 330,713雑入

　２項　雑入 11,660千円

２１款　諸収入 11,660千円

1,350,539 69,896 1,420,435計

3 52,455 650 53,105教育施設整備基金繰入金

1 733,767 69,246 803,013財政調整基金繰入金

 千円  千円

69,896千円

69,896千円

 千円

１９款　繰入金

　２項　基金繰入金

目 補正前の額 補　正　額 計
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災事業債
　Ｊ‐ＡＬＥＲＴ受信機更新事業債 5,700

緊急防災・減 5,7001 行財政構造改革推進室

　コミュニティ助成事業（地域国際化推進助成事業） 700
中央公民館
　子ども活動支援金 1,000
こども政策課
　良好な環境を活用した観光モデル事業支援金 9,960

雑入 11,6601 まちの活力創造課

基金繰入金
　教育施設整備基金取り崩し分 650

教育施設整備 6501 行財政構造改革推進室

繰入金
　財政調整基金取り崩し分 69,246

財政調整基金 69,2461 行財政構造改革推進室

金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円

節

区　　分
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付金事業費

411,886411,886411,8863 定額減税給 0

　２項　徴税費

　２款　総務費
411,886千円

424,741千円

9,960100計 12,8552,219,170 2,232,025 2,7950

策費

124,8022,8958 交通防犯対 121,907 2,895

6 企画費 41,470 9,96051,4309,960

1,077,32901 一般管理費 1,077,329 △100100

 千円  千円  千円 千円  千円 千円  千円

12,855千円

424,741千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

３　　歳    出

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国府支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　総務費

　１項　総務管理費
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び交付金
　定額減税給付金 387,971
税務課18 387,971負担金補助及

　その他の小工事 413
14 413工事請負費 税務課

借料 　事務用品リース料 183
　広報誌使用料 60
税務課13 243使用料及び賃

　システム等委託料 10,560
12 10,560委託料 税務課

　口座振込手数料 4,384
　通信運搬費 1,468
税務課11 5,852役務費

　消耗品費 168
10 168需用費 税務課

　休日勤務手当 135
　時間外勤務手当 1,680

3 1,815職員手当等 税務課

　会計年度任用職員報酬 4,864
税務課1 4,864報酬

び交付金 　コミュニティバス運行補助金 2,633
　地域公共交通計画策定事業負担金 7,129
都市整備課18 9,762負担金補助及

　地域公共交通計画策定業務委託料 △7,200
12 △7,200委託料 都市整備課

　折り込みチラシ配布手数料 97
　広報誌折り込み手数料 219
都市整備課11 316役務費

　点訳報償費 17
7 17報償費 都市整備課

　はんなん森里川海プロジェクト委託料 9,960
まちの活力創造課12 9,960委託料

財源更正

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円

区　　分

節
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業費

48,2292123 健康増進事 48,017 72140

167,98747,0812 予防費 120,906 47,00576

47,293千円

48,784千円

　１項　保健衛生費

　４款　衛生費

計 2,7991,190,948 1,193,747 9681,831 00

1,193,7472,7991 生活保護費 1,190,948 9681,831

2,799千円

5,286千円

　４項　生活保護費

　３款　民生費

計 2,4874,522,146 4,524,633 2,4870 00

医療費

1,157,4532,4874 後期高齢者 1,154,966 2,487

2,487千円

5,286千円

　１項　社会福祉費

　３款　民生費

計 411,886309,399 721,285 0411,886 00

 千円  千円  千円 千円  千円 千円  千円

411,886千円

424,741千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国府支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　総務費

　２項　徴税費
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　健康管理システム構築改修等委託料 212
12 212委託料 健康増進課

　健康被害者医療費一部負担金 28
　障害年金 87
　予防接種による健康被害者医療手当 12

19 127扶助費 健康増進課

　追加的風しん予防接種委託料 676
9,586

　高齢者予防接種電算処理委託料 253
　乳幼児等予防接種委託料

　高齢者予防接種委託料 36,019
健康増進課12 46,534委託料

　通信運搬費 311
11 311役務費 健康増進課

　印刷製本費 69
　消耗品費 40

10 109需用費 健康増進課

　生活保護システム改修委託料 2,799
12 2,799委託料 生活支援課

　後期高齢者医療特別会計職員給与費等繰出金 2,487
27 2,487繰出金 保険年金課

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円

区　　分

節

- 21 -



計 20,918828,810 849,728 15,3180 05,600

49,9665,6654 災害対策費 44,301 655,600

717,72015,2531 常備消防費 702,467 15,253

20,918千円

20,918千円

　１項　消防費

　８款　消防費

計 19,246104,206 123,452 019,246 00

34,89519,2462 商工振興費 15,649 19,246

19,246千円

19,246千円

　１項　商工観光費

　６款　商工費

計 1,50032 1,532 01,500 00

費

1,5001,5002 水産業振興 0 1,500

1,500千円

1,500千円

　３項　水産業費

　５款　農林水産業費

計 1,4911,357,036 1,358,527 1,4910 00

12,3531,4914 し尿処理費 10,862 1,491

1,491千円

48,784千円

　２項　清掃費

　４款　衛生費

計 47,293846,718 894,011 47,077216 00

 千円  千円  千円 千円  千円 千円  千円

47,293千円

48,784千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国府支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　４款　衛生費

　１項　保健衛生費
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　Ｊ‐ＡＬＥＲＴ受信機更新工事 5,665
14 5,665工事請負費 危機管理課

び交付金
　泉州南消防組合負担金 15,253

18 15,253負担金補助及 危機管理課

　地域ポイント事業実施委託料 19,246
12 19,246委託料 企画課

び交付金
　物価高騰対策漁業振興活動補助金 1,500

18 1,500負担金補助及 河川農水課

　し尿計測器設置委託料 1,491
12 1,491委託料 生活環境課

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円

区　　分

節
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計 650319,843 320,493 00 6500

105,4776502 体育施設費 104,827 650

650千円

2,648千円

　６項　保健体育費

　９款　教育費

計 700554,868 555,568 00 7000

67,8607002 公民館費 67,160 700

700千円

2,648千円

　５項　社会教育費

　９款　教育費

計 1,298537,147 538,445 2980 1,0000

2981,000538,4451,2981 幼稚園費 537,147

 千円  千円  千円 千円  千円 千円  千円

　４項　幼稚園費 1,298千円

2,648千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国府支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　９款　教育費
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　総合体育館トランス更新工事設計委託料 650
12 650委託料 生涯学習推進室

　日本語教室指導者養成事業運営委託料 250
中央公民館12 250委託料

　講師謝金 450
7 450報償費 中央公民館

　機械器具費 1,298
こども政策課17 1,298備品購入費

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円

区　　分

節
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給   与   費   明   細   書

期末 年間 地域 寒冷地 その他

報　酬 給　料 手当 支給率 手当 手  当 の手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） (月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長    等 3 － 23,656 10,409 (4.0) 2,366 － 3,195 39,626 6,865 46,491

議    員 14 78,360 － 31,344 (4.0) － － － 109,704 20,971 130,675

その他の
特 別 職

1,097 59,390 － － － － － 59,390 0 59,390

計 1,114 137,750 23,656 41,753 2,366 － 3,195 208,720 27,836 236,556

長    等 3 － 23,656 10,409 (4.0) 2,366 － 3,195 39,626 6,865 46,491

議    員 14 78,360 － 31,344 (4.0) － － － 109,704 20,971 130,675

その他の
特 別 職

1,097 59,390 － － － － － 59,390 0 59,390

計 1,114 137,750 23,656 41,753 2,366 － 3,195 208,720 27,836 236,556

長    等 0 － 0 0 0 － 0 0 0 0

議    員 0 0 － 0 － － － 0 0 0

その他の
特 別 職

0 0 － － － － － 0 0 0

計 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0

補
　
正
　
後

補
　
正
　
前

比
 
 
 
 
較

１  特   別   職

給                   与                   費

区      分 職員数 共済費 合　計
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２  一   般   職

区    分 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補　正　後 324 (461) 598,735 1,389,200 1,206,010 3,193,945 618,326 3,812,271

補　正　前 324 (461) 593,871 1,389,200 1,204,195 3,187,266 618,326 3,805,592

比    較 0 (0) 4,864 0 1,815 6,679 0 6,679

扶養手当 地域手当 住居手当 管理職手当
期末・勤勉

手当
通勤手当 特殊勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

44,248 150,071 27,830 52,480 763,432 34,190 3,830

44,248 150,071 27,830 52,480 763,432 34,190 3,830

0 0 0 0 0 0 0

時間外勤務
手当

児童手当 退職手当
休日勤務

手当
選挙事務手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

63,234 24,220 6,973 9,911 22,083 3,508

61,554 24,220 6,973 9,776 22,083 3,508

1,680 0 0 135 0 0

（　）内は、短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員

比      較

区       分

区       分

職員手当

の 内 訳

補　正　後

補　正　前

比      較

補　正　後

補　正　前

（１） 総        括

給            与            費

職員数

（人）
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給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

324 (18) 1,389,200 1,083,201 2,472,401 499,965 2,972,366

324 (18) 1,389,200 1,081,386 2,470,586 499,965 2,970,551

0 (0) 0 1,815 1,815 0 1,815

地域手当 住居手当 管理職手当
期末・勤勉

手当
通勤手当 特殊勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

150,071 27,830 52,480 640,623 34,190 3,830

150,071 27,830 52,480 640,623 34,190 3,830

0 0 0 0 0 0

児童手当 退職手当
休日勤務

手当
選挙事務手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

24,220 6,973 9,911 22,083 3,508

24,220 6,973 9,776 22,083 3,508

0 0 135 0 0

（　）内は、短時間勤務職員

区    分 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 (443) 0 122,809 721,544 118,361 839,905

補 正 前 0 (443) 0 122,809 716,680 118,361 835,041

比    較 0 (0) 0 0 4,864 0 4,864

（　）内は、パートタイム会計年度任用職員

職員手当

の 内 訳

区       分

職員手当

の 内 訳

補　正　後 122,809

補　正　前 122,809

比      較 0

598,735

593,871

4,864

期末・勤勉
手当

（千円）

給            与            費

職員数 報　　酬

（人） （千円）

補　正　前 61,554

比      較 1,680

　イ　会計年度任用職員

比      較 0

時間外勤務
手当

（千円）

補　正　後 63,234

区       分

（千円）

補　正　後 44,248

補　正　前 44,248

区       分

（人）

補　　　正　　　後

補　　　正　　　前

比              較

扶養手当

　ア　会計年度任用職員以外の職員

給            与            費

区              分 職員数
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（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千円） （千円）

職員数の異動状況

　補正後 324 人

　補正前 324 人

　増減 0 人

　　退職者等 0 人

　　採用者等 0 人

　　会計間異動者増減等 0 人

　扶養手当 千円

　地域手当 千円

　住居手当 千円

　管理職手当 千円

　期末・勤勉手当 千円

　通勤手当 千円

　特殊勤務手当 千円

　時間外勤務手当 1,680 千円

　児童手当 千円

　退職手当 千円

　休日勤務手当 135 千円

　選挙事務手当 千円

　管理職員特別勤務手当 千円

制度改正に
伴う増減分

給
　
　
料

その他の
増減分

職
員
手
当

1,815

その他の
増減分

1,815

異動等に
伴う増減分

千円

その他の
増減分

千円

備                 考

給与改定に
伴う増減分

昇給に
伴う増加分

増 減 事 由 別 内 訳
区分 説                 明
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（３） 給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与

　イ 初  任  給

　ウ 級別職員数

( )内は、短時間勤務職員

（級別基準職務）

区分

令和７年
１月１日

現在

令和６年
１月１日

現在

一般行政職 主事 主事 総括主事
総括主査

主査
主任

主幹

計 303(21) 100(100) 計 5 100.0

７級 33 10.9

５級 33 10.9

課長代理
副理事
課長

部長
理事

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

計 13 100.0

８級 13 4.3 ８級

７級 2 15.4

６級 26 8.6 ６級 3 23.1

５級 1 7.7

４級 78 25.7 ４級 1 7.7

３級 82(19) 27.1(90.5) ３級 2 40.0 ３級 2 15.4

２級 30(2) 9.9(9.5) ２級 3 60.0 ２級 1 7.7

１級 8 2.6 １級 １級 3 23.0

一般行政職 教育職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

計 306(19) 100(100) 計 5 100.0 計 12 100.0

８級 12 3.9 ８級

７級 32 10.5 ７級 2 16.7

６級 22 7.2 ６級 4 33.3

５級 35（2） 11.4(10.5) ５級 1 8.3

４級 79 25.8 ４級 1 8.3

３級 79(15) 25.8(79.0) ３級 2 40.0 ３級 2 16.7

２級 36(2) 11.8(10.5) ２級 3 60.0 ２級 2 16.7

１級 11 3.6 １級 １級

大学卒（円） 225,600 225,600

一般行政職 教育職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)
区分

区　　分 一般行政職 教育職

高校卒（円） 201,000

令和6年1月1日現在

短大卒（円） 213,600 213,600

平均給料月額（円） 323,040 358,894

平均給与月額（円） 385,359 422,975

平均年齢（歳） 46.28 43.34

区　     　　　　　　分 一般行政職 教育職

平均給料月額（円） 324,386 388,282

平均給与月額（円） 387,720 454,576令和7年1月1日現在

平均年齢（歳） 46.00 44.25
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　エ 昇給

　オ 期末手当・勤勉手当

　カ 定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

有

国  の  制  度
（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
有

区　　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ　の　他　の

加 算 措 置 等
備　　 考

        （月分）         （月分）         （月分）         （月分）

（再任用職員） (1.200) (1.200) － (2.40) 有

区　　　　分 合　　　　計 一般行政職 教育職

号給数別内訳

号給数別内訳

区　　　　分 支給率計（月分）
職務上の段階・職務の
級等による加算措置

備考

補
　
　
正
　
　
後

補
　
　
正
　
　
前

（再任用職員） (1.200) (1.200) － (2.40) 有

国の制度 2.300 2.300 － 4.60 有

（再任用職員） (1.200) (1.200) － (2.40) 有

補　正　前 2.300 2.300 － 4.60 有

比率(Ｂ)/(Ａ)（％） 90.12 89.90 94.12

支給期別支給率

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分）

補　正　後 2.300 2.300 － 4.60 有

　６号給 （人）

　８号給 （人）

　その他 （人） 113 104 9

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 292 276 16

　２号給 （人）

　４号給 （人） 179 172 7

　その他 （人） 113 104 9

比率(Ｂ)/(Ａ)（％） 90.12 89.90 94.12

職員数（Ａ）（人） 324 307 17

　４号給 （人） 179 172 7

　６号給 （人）

　８号給 （人）

職員数（Ａ）（人） 324 307 17

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 292 276 16

　２号給 （人）
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　キ 地域手当

支 給 対 象 地 域

全地域 324 (18)

（　）内は、短時間勤務職員

支給対象職員の比率　（％）

（令和６年４月１日現在）

住  居  手  当 同

通  勤  手  当 同

区          分 国の制度との異同 差異の内容

扶  養  手  当 同

　ク 特殊勤務手当

代　　表　　的　　な　　職　　種

一　般　行　政　職 教　　育　　職

　ケ その他の手当

区          分 全     職     種

給料総額に対する比率（％） 0.2 0.2 0.0

10.2 10.7 0.0

代表的な特殊勤務手当の名称

・市税徴収業務手当

・社会福祉業務手当

・収集業務手当

支給率（％） 支給対象職員数（人）
国の指定基準に基づく

支給率（％）

10 10
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